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平成平成１９年１９年３月期３月期の中間期の総括の中間期の総括

■当中間期の業績

当社グループは、新たに策定した中期経営計画（今年度から平成２０年度ま
で）の初年度にあたり、当社及びグループ５社間の結束力を強め、シナジー効
果を発揮すること、また、顧客に対するＢ（ビフォアー）・Ｐ（プロセス）・
Ａ（アフター）サービスを具体化し、実践すること等の方針展開に努め、利益
の創出のために全役職員一丸となって職務遂行して参りました。

この結果、

受 注 高 ：前連結会計年度末に取得した新規連結子会社（㈱茨城ｻｰﾋﾞｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ）の影響もあり、76億6百万円（前年同期比45.6％増）

売 上 高 ：受注高の増加により、47億89百万円（同9.9％増）
繰 越 高 ：上記と同様により、77億77百万円（同43.6％増）

また、利益については、建設事業の売上高が第４四半期に集中するため、

営業損失 ：売上高の増加により、1億95百万円（前年同期2億41百万円）
経常損失 ：上記と同様により、 1億95百万円（同2億23百万円）
当期純損失：上記と同様により、1億86百万円（同2億86百万円）



平成平成１９年１９年３月期３月期の中間期の総括の中間期の総括

■当期の連結業績（単位：百万円）
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平成１平成１99年３月期年３月期 連結受注高及び連結繰越高連結受注高及び連結繰越高
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増減（率）前期当期

（単位：百万円）

※当期受注高の建設事業内訳：建築3,978百万円、土木2,429百万円
※当期繰越高の建設事業内訳：建築4,659百万円、土木2,563百万円



平成１９年３月期平成１９年３月期 中間連結損益計算書中間連結損益計算書
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（単位：百万円）



平成１９年３月期平成１９年３月期 中間連結売上高セグメント別内訳中間連結売上高セグメント別内訳
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（単位：百万円）

※建設事業内訳の建築・土木の比率は建設事業全体比



平成１９年３月期平成１９年３月期 中間損益計算書（単体）中間損益計算書（単体）
（単位：百万円）
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平成１９年３月期平成１９年３月期 中間中間連結貸借対照表連結貸借対照表
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-

1,385
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1,534
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9
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（ - %）--少数株主持分

（▲4.5%）2,2992,196純資産
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（▲11.8%）1,2631,114固定負債
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増減（率）前期当期

（単位：百万円）

㈱茨城サービスエンジニアリングを平成18年２月末日付で当社が株式を追加取得して
子会社したため、資産等が増加しております。



平成１９年３月期平成１９年３月期 中間中間貸借対照表（単体）貸借対照表（単体）
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増減（率）前期当期

（単位：百万円）

流動資産：主に繰越工事の増加により未成工事支出金が増加したため
固定資産：主に時価評価による投資有価証券と事業用土地の減損損失により

減少したため

流動負債：主に繰越工事の増加により未成工事受入金が増加したため
固定負債：主に長期借入金の返済により減少したため



平成１平成１99年３月期年３月期 中間連結キャッシュ・フロー計算書中間連結キャッシュ・フロー計算書

▲677

280
65

▲945

（▲47.3%）1431753現金及び現金同等物

の当期末残高

（ - %）▲593▲312財務キャッシュ・フロー

（ - %）▲84▲18投資キャッシュ・フロー

（ - %）581▲364営業キャッシュ・フロー

増減（率）前期当期

（単位：百万円）

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
繰越工事の増加による未成工事支出金の増加が主な要因

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
設備投資額の減少が主な要因

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
短期借入金純減少額1億8百万円、長期借入金の返済による支出1億65百万
円が主な要因



当社グループの経営戦略・新中期経営計画当社グループの経営戦略・新中期経営計画

■経営戦略

（１）当社グループの経営安定のため、グループ各社それぞれが収益基盤を確立す
ることを前提に相互補完を強めて総合力を発揮することを目指して、グループ各社
の自立と連帯を具体化・強化する。

（２）建設事業における土木・緑地事業の堅持と民間建築工事の事業拡大を図ると
ともに、従来事業の拡大と将来につながる事業を立ち上げて総合環境事業の一歩
を踏み出すことにより、単体での「１００億企業」の復活を図る。

（３）顧客を向いてＢ（ビフォア）・Ｐ（プロセス）・Ａ（アフター）サービスを実践し、満足
いただき、繰り返し選ばれる企業となる。

（４）不断に合理性を追求し、体質改善の成果を形にする。

以上の実行をとおして、当社グループは業をもって社会（顧客）に貢献し、投資いただいている
株主の皆様の付託にこたえていく所存であります。

連結子会社を含む当社グループは、「変化する時代・社会の中にあって、常に顧

客から選択してもらえる企業を目指し、もって、安定した収益基盤を築くことにより、
社会（顧客）、株主、社員の期待に応える」ことを基本として再確認し、現在の経営環
境と前中期経営計画の到達を踏まえ今年度から平成20年度までの3ヵ年に亘る中
期経営計画を推進していきたいと考えております。

■新中期経営計画（平成１８年度から平成２０年度まで）の骨子



平成平成１９年１９年３月期３月期の通期の見通しの通期の見通し

当社グループを取り巻く経営環境につきましては、企業業績を背景とした民
間設備投資に期待がもたれますが、引き続き公共建設投資は減少が続き、入札
制度の見直しも行われるなど、全体的に供給過剰状態の中で淘汰の波は続き、
一層厳しい受注環境を覚悟せざるを得ないと予測されます。

以上の見通し及び取り組みを踏まえ

引き続き受注の増大に努力をすることと併せて収益力の強化と利益創出のために
一丸となって取り組むことであります。これは、新中期経営計画の基本的考え方を
しっかりと堅持して、全グループ社員・全グループ組織がそれぞれの果たすべき機能
の中で、新鮮な意志のもと、グループワイドでビジネスチャンスをものにすべく、グ
ループ間の連携の仕組みづくりを構築することにより当社グループの結束力を強化
し、そのシナジー効果による目標レベル・数値目標の達成を目指すことが重要な課
題であると捉えております。

■当社グループの取り組みと対処すべき課題

■見通し



平成平成11９年９年33月期月期 通期通期 連結業績予想連結業績予想

２９

３

４１

２，０１５

（４９．９%）６０９０当期純利益

（２．１%）１８６１９０経常利益

（２５．８%）１５８２００営業利益

（１６．８%）１１，９８４１４，０００売上高

増減（率）平成18年3月期平成19年3月期

（単位：百万円）

※平成18年5月24日に発表した（平成18年3月期決算短信）予想と変更ありません。



平成平成11９年９年33月期月期 通期通期 単体業績予想単体業績予想

０円

３

２４

１１

１４５

（２５．８%）９５１２０経常利益

（０%）５円５円1株当たりの配当金

（６．７%）４６５０当期純利益

（８．８%）１２８１４０営業利益

（１．５%）９，８５４１０，０００売上高

増減（率）平成18年3月期平成19年3月期

（単位：百万円）

※平成18年5月24日に発表した（平成18年3月期決算短信）予想と変更ありません。



福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１
ＴＥＬ：0246-72-1111（代表）
http://www.jobankaihatsu.co.jp

21世紀が求める環境の整備・浄化・保全の

機能を兼ね備えた総合建設業をめざす

業績の見通しについては、現段階の入手可能な情報による判断及び仮

定に基づいて算定しておりますが、予想に内在する不確定要因や今後の

事業運営における状況の変化等により、実際の業績の予想数値と異なる

場合がありますことをご了承願います。


